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１条：「行政事務を処理する者が、・・・効率的な情報の管
理及び利用並びに他の行政事務を処理する者との間に
おける迅速な情報の授受を行うことができるようにすると
ともに、申請、届出その他の手続きを行う国民が、手続き
の簡素化による負担の軽減及び本人確認の簡易な手段
を得られるようにする」

→行政効率化がメイン。
しかし、数値目標も、試算結果もない！

Ａ① 法律の目的



「すべての取引や所得を把握し、不正申告
や不正受給をゼロにすることなどは非現実
的」（大綱１９頁）

→ 限界がある。

効用の評価が数的にできなければ、
費用倒れになるおそれも。

Ａ②正確な所得把握が
できるようになる？



１ 「消費税の給付付税額控除」に必要？

→「軽減税率」で、逆進性緩和できます！

２ 申請なしで国が手を差し伸べる？

→自治体が情報連携をすればできる！

そもそも、生活保護の支給だけで何兆円
もの支出が必要だが、財源の裏付けなし！

Ａ③番号は不要です！



３条２号「社会保障制度、税制その他の行政分野におけ

る給付と負担の適切な関係の維持に資するこ
と」を旨として番号を利用する。

＊社会保障個人会計：社会保障受給額（年金等）が、負
担した社会保険料を超えた者について、死亡時に相続財
産で清算する仕組み

→ 社会保障（公助）の否定では？
公助：①税金負担能力のない人には給付のみ

②保険料を負担し合って、困った人が出たら、

負担額以上に給付する。

＝困ったときはお互いさま。絆。日本・世界の伝統では？

Ａ③社会保障が充実する？



＜利用者負担を増やす政策＞

２００５ 障害者自立支援法、介護保険制度改革

２００６ 医療制度改革

＜民主党マニフェスト２００９＞廃止・見直しを約束

・ 障害者自立支援法廃止を約束して、国
家賠償請求訴訟で円満に和解したのに、
結局廃止せず、番号へ！（別表第一、八四号）

・ 労働者派遣法改正は？後期高齢者医療制度は？（別勘定）

・ 年金支給開始年齢遅らせ、生活保護引き下げ検討

→ 格差社会の是正を図れないなら、

十分な説明が必要では？

Ａ③社会保障政策の動き



 国（総務省）は、国民の５０％が住民基本台帳カードを
所持することを前提として、行政効率化が図られると計
算（別紙）。

→実際には１～数％しか普及せず。

＊そもそも、「人件費が浮く」という説明は、妥当か？

 作業時間が削減された分、公務員を解雇しない限り、
人件費は減らない（が、そんなことは違法だからできな
い）。実際は逆に新たな作業が増え、不可能。

→行政効率化は実現せず。

Ｂ①住基ネットと行政効率化



 ２００６．７．５

外務省のパスポート電子申請システム等を、財務省が
廃止要求

ランニングコスト年８億円で、２００５年の申請件数は１０３
件。

→パスポート１冊に１６００万円かかった。

→電子化で便利、効率化といっても、実際の

ニーズに基づかないと、税金の無駄遣いに。

Ｂ①電子政府と行政効率化



 市町村など：社会保障に関連する健康状態、疾病・傷
害の有無・程度、結婚・離婚歴、収入

 医療機関：病歴、障害の有無・程度

 税務署・市町村など：職種、就業先、収入

→それぞれが、担当する業務の目的のために管理・利用
することは必要不可欠。

→必要もなくつなげると、問題。

個人が丸裸になるおそれも。

Ｂ②共通番号とは？



＊ 行政効率の最大化した国
＜国が、国民の可能な限りの情報を把握しようとする＞

例えば・・・

＊ プライバシーを最大限保護する国
＜必要性がはっきりしない限り、他人に知られたくない情
報は、分散管理され、勝手に統合（データ・マッチング）さ
れたり、目的外に利用されたりしない＞

ＥＵその他多くの国＝国民が、どこまで自分の情報を国に
管理してほしいのか、慎重に考える国。行きすぎた国民
管理には反対する国。

Ｂ②行政効率 ＶＳ プライバシー
私たちは何を望むのか？



 野田国務大臣「（住基ネットは、法改正で提供先を増やして、）
住民の利便を増進すると同時に国及び地方公共団体の行政
の合理化にも資する」

 古賀（一）委員「衣の下にいろいろなものがあるだろう・・・怖いも
のもあるだろう、」「だから、それを本当にオープンにして、・・・こ
の国会でやるべきじゃないか」

 桝屋委員「年金のデータベースに入っている我々の個人情報
だけでもすさまじいものがある。どこで結婚し、どこで離婚さ
れて、どうやって仕事をしてどのぐらい収入があるかと言
うことは、もう一目瞭然で・・・行政のデータベースがマッチ
ングされるようなことがあったら、本当に私たちの情報は丸裸に
なる」

Ｈ１１．４．２０衆議院地方行政委員会



 最高裁２００８．３．６判決

共通番号（住民票コード）の利用が、正当
な目的で、法律で限定されているから、合
憲。
→国（総務省）は、「住民票コードを利用する行政事務は、
立法がない限り拡大しないから、限定されている。従って、
プライバシー権侵害にあたらない。」と主張。

→「政令で定める公益上の必要があ
るとき」 （１７条１１号）に拡大されるのは、

限定されていないのでは？

Ｂ③最高裁と住基ネット










